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第1 現庁舎の現状と新庁舎建設の必要性 

1 現市庁舎の現状と課題 

(1) 市庁舎の現状 

習志野市の本庁舎は、建設から、旧館は48年、新館については43年が経過し、老朽化による耐震安全性の低

下や、狭隘化、機能の分散化、バリアフリー化対策等において、多くの課題が生じている。また、隣接する消防庁

舎においても、耐震診断の結果、防災拠点としての耐震性に課題があることがわかった。  

さらに、平成23年3月11 日に発生した東日本大震災の影響により、本庁舎は、柱、梁、壁、床下に多数のひ

び割れや被覆材の落下が発生し、床については最大で 55 ミリのたわみが生じた。また、耐震性能を示すＩＳ※1

（Seismic Index of Structure、構造耐震指標）値については、平成5年の耐震診断（旧耐震診断）を行った数値で

ある0.42から、「地震の振動及び衝撃に対して倒壊し又は崩壊する危険性が高い」に限りなく近い数値0.30にま

で低下した。 

 

図1.1-1 現庁舎の状況写真 

床のひび割れ 

 

壁のひび割れ 

 

 

※1 ＩＳ値と建築物の安全性 

ＩＳ値 地震に対する安全性（ 国土交通省告示第１８４号抜粋） 

0.3未満 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高い。 

0.3以上 0.6未満 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性がある。 

0.6以上 地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が低い。 
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(2) 庁舎の課題 

本庁舎においては、40年以上前に設計・建設された建物であり、耐震性の課題に加え、人口増による

職員数増加に伴う庁舎機能の分散化、庁舎内部の狭隘化やバリアフリーへの対応不備等の課題があ

る。また、社会情勢の変化や市民意識の変化によって新たにクローズアップされてきた課題（市民協働

のスペース、環境問題への配慮、防災拠点施設としての庁舎機能等）への対応ができていない状態で

ある。 

 

① 庁舎機能の分散化 

現庁舎は本庁舎（本館、新館）を始め、第二分室、第三分室、第四分室、教育委員会事務局、保健会

館、京成津田沼駅ビルサンロード内5.6階と分散しており、利用者にとっては極めて利便性に欠ける状

態である。 

図1.1-2 現庁舎ならびに周辺にある分室及び事務所の概要 
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H24年4月1日現在 

建物 部署名及び課名、部屋名 

本庁舎（本館） 

7階  会派室等 

6階 行政委員会 議長室、議会事務局、会派室、議場 

5階 
行政委員会 選挙管理委員会事務局、監査委員事務局、入札室、議会図書

室等 

4階 

保健福祉部 

こども部 

 

財政部 

社会福祉課、 

子育て支援課、こども保育課、こども政策課、 

母子手帳交付室、ファミリーサポートセンター 

財政課、 

3階 
総務部 

保健福祉部 

契約検査課、人事課、総務課 

保健福祉調整課 

2階 
 

企画政策部 

市長室、副市長室、応接室等、会計課、記者室 

広報すぐきく課広報係、企画政策課、秘書課 

1階 保健福祉部 障がい福祉課、介護保険課、保護課 

B1階  機械室 

本庁舎（新館） 
2階 市民経済部 市民課、国保年金課 

1階  組合事務所 

第二分室 
2階 都市整備部 下水道課、市街地整備課 

1階 都市整備部 都市調整課、道路交通課、住宅課、都市計画課、建築指導課 

第三分室 

2階 

環境部 

市民経済部 

環境政策課、環境保全課、公園緑地課、クリーン推進課 

商工振興課、農政課、協働まちづくり課まちづくり推進係 

農業委員会事務局 

1階 財政部   資産税課、税制課、市民税課 

第四分室（習志野情報センタ

ー） 

2階 

教育委員会  

生涯学習部 

保健福祉部 

 

社会教育課、生涯スポーツ課、青少年課、青少年センター 

高齢者支援課 

1階 
企画政策部 

総務部 

危機管理課、広報すぐきく課すぐきく係 

情報政策課 

教育委員会事務局 

３階 

2階 

1階 

財政部 

学校教育部 

市民経済部 

資産管理課、施設再生課 

教育総務課、学校教育課、指導課 

商工振興課市民まつり担当 

習志野保健会館  
保健福祉部 健康支援課、津田沼・鷺沼地域包括支援センター 

夜間急病診療所 

京成津田沼駅ビル 

サンロード内 

6 階  消費生活センター 

5 階 市民経済部 
男女共同参画センター 執務室、協働まちづくり課市民協働推

進係 

表1.1-1 現庁舎での部署名及び課名、部屋
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① 庁舎機能の狭隘化 

現庁舎が建設された昭和38年（1963年）頃には習志野市の人口は約60,000人であったが、現在は約165,000人

（平成24年8月現在常住人口表より）で約2.75倍も増加しており、それに伴い職員数も増加しているため、執務室

の狭隘化が進んでいる。狭隘化により相談窓口でプライバシーの確保が十分にできないこと等、市民の利便性

の低下にもつながっている。また、他市事例の職員1人あたりの庁舎延床面積と比較しても、習志野市の値は低

い。 

 

② バリアフリーへの対応不備 

公共施設においては、高齢者や車いす利用者に配慮したバリアフリーへの対応が必要だが、現庁舎において

は基準に対応できていない箇所が多く存在する。また、第二分室、第三分室、保健会館、教育委員会事務局に

ついては、エレベーターの設置がないため車いす利用者が容易に上階に行くことができない施設となっている。 

 

③ 市民参画スペースの不足 

現庁舎は市民の交流スペースや市民が利用できる会議室が少なく、市民活動の拠点施設とはなりにくい状況で

ある。それに加え、現庁舎は暗く、入りにくい雰囲気があり、また、来庁する市民も限られており、用事がない場合

に気軽に立ち寄れる市庁舎ではないため、親しみにくい閉鎖的な空間である。議場についても市民が、誰でも

気軽に、自由に傍聴できる施設とはいいにくい状況である。 

 

 

1.2 新庁舎建設の必要性 

 （１） 新庁舎建設の必要性 

   現庁舎は建設から４８年が経過し、建物の老朽化、行政需要の拡大に伴う職員数の増加による庁舎の分散化、

執務室の狭隘化、バリアフリー対応の不足等の課題を抱えている。また、分散した庁舎は市民サービスの低下や

行政効率の低下を招く要因となっている。さらに、現庁舎は震災時の安全面や防災拠点としての機能を担う上でそ

の役割を果たす機能が十分に備わっておらず、早期の対応が求められている。 

   また、時代と共に庁舎に求められる機能も変化し、自治の基本に立ったまちづくりの拠点として、市民の「参加」

と「協働」を支える新たな機能が求められている。 

   これらの課題や市民ニーズに総合的かつ効率的に対応し、市民サービスの向上と効率的な行政運営を実現す

るには、新庁舎の早期建設が必要と考える。 
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※市民検討委員会での意見 
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第2 新庁舎等建設の基本理念及び基本方針 

新庁舎の基本理念と基本方針 

(1) 新庁舎建設の基本理念 

現庁舎の現状及び課題点・問題点や新庁舎に求められる役割の検討結果を基に、新庁舎の目指す姿を「街

づくりの中心となる市庁舎」とし、「市民活動の拠点となる庁舎」「市民を守る庁舎」「経済的で合理的な庁

舎」「人や環境に配慮した庁舎」「歴史・文化を尊重し、多世代を惹きつける庁舎」の5つを基本理念の項目

とする。 

 

(2) 新庁舎建設の基本方針 

目指す姿及び基本理念の5つの項目をより具体化した基本方針として、以下が示されました。 

 

① 市民活動の拠点となる庁舎 

ア 市民サービスの向上につながる庁舎 

現庁舎は、市民の交流スペースや市民が利用できる会議室が少ないため、市民の日常的なコミュニティの

場としての機能は乏しかった。また、来庁する市民は限られた世代が多く特に若い世代にとっては証明書交

付等市庁舎サービスを受ける以外では、来庁する機会がほとんどない状態である。そのため、新庁舎では市

民にとって用事のない場合でも気軽に立ち寄れ、また市民が利用できるスペースや空間を確保する等、市民

に親しまれる、開かれた庁舎とすることが望まれている。また、分散している庁舎機能を統合することで、

より市民サービスの向上に寄与できると考えられる。 

イ 情報化への配慮 

現在の社会情勢として、情報化は欠かせないものとなっている。今後、時間の経過と共に更なる高度情報

化が予想されるが、その高度情報化に対応できる庁舎機能が求められる。また、同時に情報セキュリティの

強化等、市民に円滑に情報提供できる庁舎機能とすることが望まれている。 

 

② 市民を守る庁舎 

ア 耐震性や非常時に備える庁舎 

東日本大震災では、市庁舎が甚大な被害を受け、防災拠点としての役割を果たせずに復旧が遅れた地域も

ある。そのため、新庁舎では、耐震性はもちろん、耐久性、耐火性を十分に備えるとともに、防災拠点とし

ての機能を満足することが必要であり、市民の安全・安心を支える庁舎とすることが望まれている。 

 

③ 経済的で合理的な庁舎 

ア 経済性とのバランスがとれた庁舎 

現庁舎は狭隘化しており、さらに市民サービスを向上するための市民活動スペース等の空間や市民相談窓

口、会議室等の面積増加が望まれている。しかしながら、習志野市の経済状況を考慮し、現状よりも面積を

大きくする場合においても会議室や倉庫等集約できる諸室はできるだけ集約し、窓口機能を含めた執務空間

構成を改善することにより、庁舎全体をなるべくコンパクトにし、イニシャルコスト、ランニングコストを

抑えた庁舎とする。 
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④ 人や環境に配慮した庁舎 

ア ユニバーサルデザインに配慮した庁舎 

現庁舎はバリアフリー化が図れておらず、高齢者や車いす利用者にとっては非常に利用しにくい施設とな

っている。また、外国人や妊婦の方等への配慮に対しても満足できるレベルに至っていない。新庁舎では、

高齢者や車いす利用者だけでなく外国人や妊婦の方等すべての利用者にとって利用しやすいユニバーサル

デザインを取り入れた計画とする。 

 

イ 地球環境に配慮した庁舎 

二酸化炭素排出に伴う地球温暖化や環境破壊が問題となっている今日、ライフサイクルを通して環境負荷

の少ない庁舎とすることが望まれている。そのため、省資源、省エネはもちろんのこと、太陽光発電等の自

然エネルギーの活用や3つのR（Reduce, Reuse, Recycle）の実現を目指した庁舎とする。 

※Reduce とは、製品を作るときに工夫して、使い終わったあとに出るごみの量をなるべく少なくすること。 

 Reuse とは、一度使ったものをごみにしないで何度も使うようにすること。 

 Recycle とは、使い終わったものをもう一度資源に戻して製品を作ること。 

 

⑤ 歴史・文化を尊重し、多世代を惹きつける庁舎 

ア 景観形成や周辺環境への配慮 

市庁舎は市の象徴のひとつであり、地域の核となる施設であることから街づくりに果たす役割が期待され

ている。新庁舎は市のアイデンティティを持たせるとともに市のシンボルとなることが望まれている。また、

規模として大きな建物であり周辺環境への影響が大きいため、まちなみに調和させるとともに習志野市の歴

史や文化を尊重することが望まれている。 
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※市民検討委員会の意見 
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第3 新庁舎に求められる役割、機能 

1 新庁舎に求められる役割、機能 

(1) 新庁舎の機能 

庁舎の機能は主に、職員が直接市民に対応する「窓口機能」、行政事務等を執り行う「執務機能」、議員活

動の場となる「議会機能」の3つの機能に分けることができる。また、近年建設される庁舎では、それぞれ

の基本的機能に加え、市民が集える交流スペースの整備や自然環境問題への対応、開かれた議会、利用者の

誰にでもやさしい庁舎とするためのユニバーサルデザインの採用等が求められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■新庁舎に求められる機能（習志野市庁舎建設事業手法等検討調査業務報告書より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

庁舎の主な機能 

②執務機能 

一般オフィスビルに近い空間で、執行

部フロアを役員フロアと考えれば、企

業の自社ビルに近い部分である。 

①窓口機能 

庁舎独特の空間で、住民に直接対応す

る市民課、税務課、会計などで、待合

ロビーと広い事務空間により構成され

る。 

③議会機能 

議場、全員協議会室、委員会室、正副

議長室、議員控え室、議会事務局など

からなり、機能性に配慮する。 

市民利便性 

・ 案内機能 

・ 窓口機能 

・ 相談機能 

・ 銀行等テナント機能 

行政機能・防災拠点機能 

・ 執務機能 

・ 会議打合せスペース 

・ 書庫、倉庫機能 

・ 防災機能 

議会 

・ 議場、委員会室、諸室 

・ 市民に便利でわかりやすい庁舎機能 【ワンストップ、バリアフリー対応】 

・ 防災拠点としての庁舎機能  【耐震性能向上、自家発電、防災司令室、避難所機能】 

・ 市民に開かれた議会機能  【利用しやすい傍聴席、議員活動スペース】 

・ 市民協働の拠点としての庁舎機能 【市民活動スペース】  

・ 環境負荷に配慮した庁舎機能  【自然ｴﾈﾙｷﾞｰの活用、長寿命化、光熱水費の削減】 

・ 効率的で働きやすい庁舎機能  【ｺﾝﾊﾟｸﾄな庁舎空間、ＩＴ化、セキュリティ】 

・ 適切な駐車・駐輪機能 

 

市民協働 

・ 市民の交流スペース 

・ 情報提供スペース 

・ 多目的スペース 

環境配慮 

・ 自然エネルギーの活用 

・ ライフサイクルコストの縮減 

・ 省資源、省エネの対策 

ユニバーサルデザイン 

・ 移動空間（敷地出入口、歩行者用

通路、駐車場、建物出入口、廊下、

階段等） 

・ 行為空間（待合、窓口、執務室・

会議室、トイレ等） 

・ 情報（サイン） 
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①窓口機能（窓口、待合空間、総合案内、ユニバーサルデザインなど）                            

窓口機能は市民の利用頻度が最も高い機能であることから、来庁者の視認性、安全性、利便性、ユニバーサル

デザイン等に配慮した、明るく入りやすい窓口空間が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：青梅市総合窓口 

■ 総合窓口・総合案内 

 

各種証明書の交付や転入・転出などの手続きを１か所の窓口で対応

する「総合窓口」の設置を検討すると共に総合案内の設置、コンシェ

ルジュ、フロアマネージャーの配置も含め検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市窓口空間 

■ 視認性の高い待合空間 

 

誰もが訪れやすく、視認性のよい空間整備に配慮する。また、エレベ

ーターや階段などは、視認性や動線を考慮したわかりやすい配置を

検討する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：千代田区多目的トイレ 

■ ユニバーサルデザインに配慮した整備 

 

案内表示はピクトサイン(注 3-1)等を用いるなど、全ての人に分かりやす

い表示とし、また、子供連れや障がい者の方などの利用に配慮し、多

目的トイレを適切に設置する。こどもからお年寄りまで、誰にでもやさ

しい庁舎とする。 
※バリアフリー法を遵守した整備を行う。 

注 3-1）ピクトサイン･･･何らかの情報や注意を示すために表示される「視覚記号（マー

ク）」のことで、文字表現の変わりに視覚的な図で表現する事で、言語の違いによる制約

を受けずに情報の伝達を行なう事ができるもの 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市窓口空間 

■ プライバシーに配慮した窓口機能 

 

窓口相談において、相談内容や説明内容によっては利用者のプライ

バシーに配慮する必要がある。そのため利用者同士のプライバシー

に配慮し、窓口カウンターへの間仕切りの設置や相談室の設置を検

討する。 
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②市民交流機能（市民の利活用スペースなど）                                             

市民が気軽に立ち寄り、人と人との交流が生まれるような、明るく開放的な空間を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：町田市役所 

 

■ ロビー・ラウンジスペース 

 

市民が来庁時に懇談などができる待合機能や交流スペースを備えた

ロビー・ラウンジの設置を検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：青梅市情報コーナー 

■ 情報コーナー、展示スペースの設置 

 

市民活動や地域情報、市政、習志野の歴史等さまざまな情報を共有

できるようなスペースの設置を検討する。情報受発信のツールとし

て、掲示板や展示スペースのほか、情報端末の設置を検討する。ま

た、展示物等は、常設、非常設について検討し、併せて省スペース

化が図れるよう検討を行う。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：千代田区ﾍﾞｰｶﾘｰｼｮｯﾌﾟ 

■ 利便施設の設置 

 

利便施設として、銀行ＡＴＭ等の整備を検討する。また、来庁者の待

ち時間が発生した際に立ち寄れる施設（カフェやコンビニ、図書コー

ナー等）の設置を検討する。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：つくば市ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽ 

■ 広場の設置 

 

イベントや朝市など開催できる外部空間として、市民広場の整備を検

討する。地域の交流の活性化を図るとともに災害時の利用も考慮す

る。また、雨天時にも開催できるように大屋根の設置等を検討する。 
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③防災機能（耐震性、災害対策室、備蓄倉庫など）                                                        

災害発生時において、地域の防災組織や関係機関と連携して、速やかに対応・対策が取れる防災拠点として整

備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市免震装置 

■ 耐震性能 

 

市民の安全・安心な暮らしを支える拠点として、耐震性、耐火性など

災害時に即時に対応できる機能・性能を備えた施設とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市災害対策室 

■ 災害対策室 

 

市庁舎は災害時に防災対策の拠点としての機能を果たす必要がある

ため、防災対策室の設置を検討する。その場合、初動体制の確保や

組織間の連携に配慮した配置及び空間とする。また、情報システム

のバックアップや通信手段の多重化などの検討を行う。また、災害時

以外は通常の会議室として利用できるよう検討する。 
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④議会機能（議場・委員会室など）                                                      

行政の中枢として、意思決定を図る場にふさわしい空間整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：千代田区議場 

 

■ 議場 

 

議場は円滑な議事運営ができるよう、機能性に配慮する。また、議会

開催時以外に職員や市民が利用できる空間となるよう検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市傍聴席 

■ 傍聴席 

 

傍聴席は、より市民に開かれた議会とするため、議員席との高低差や

距離に配慮する。車椅子利用者席や親子での傍聴にも配慮した整備

を検討する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：千代田区議員控室 

■ 議員控室 

 

議員控室は会派等、将来の議員数の変更にも対応できるように移動

可能な間仕切り壁などを検討する。 
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⑤執務機能（執務空間、打合せ空間、会議室、書庫など）                                     

執務機能は効率的な行政事務が行なえるような執務空間とし、将来の組織変更にも対応できるような施設整備

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：福生市役所 

■ オープンフロア 

 

将来的な組織変更にも柔軟に対応しやすく、関係部署通しの連携が

取りやすいような執務空間とする。また、情報管理に配慮した上で市

民と職員のコミュニケーションが図りやすいような整備を行う。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：つくば市打合せｽﾍﾟｰｽ 

■ 会議室・打合せスペース 

 

会議室や打合せスペースは利用頻度や利用状況を考慮した適正な

規模や数量を確保し、スペースの効率的な利用を図る。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：千代田区ｾｷｭﾘﾃｨｼｽﾃﾑ 

■ 書庫・収納スペース 

 

書類等の保管スペースについては、業務内容を考慮した適正な規模

や数量を確保し、重要書類等の保管室については必要に応じ、ＩＣカ

ード等を活用したセキュリティ対策を講じる。 
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⑥環境対策（太陽光発電、屋上緑化、雨水利用など）                                       

公共施設として、ライフサイクルコストや低炭素化に配慮した施設整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注3-3）サスティナブル･･･将来の環境や次世代の利益を損なわない範囲で社会発展を進めようとする理念。「持続可能な」という意味 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市太陽光パネル 

■ 自然エネルギーの活用 

 

太陽光発電や地熱利用、雨水利用など自然エネルギーの活用を検

討し、ライフサイクルコストの低減に寄与した環境にやさしい施設を目

指す。 

 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：立川市屋上緑化 

■ 屋上緑化・壁面緑化 

 

屋上緑化や壁面緑化を整備し、低炭素化に配慮した施設とするととも

に、利用者や周辺環境に潤いや憩いの場を創出する。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

事例写真 
：千代田区節水型便器 

■ 環境負荷低減に配慮した設備 

 

設備機器はＬＥＤ照明や節水型便器など、省エネ機器や長寿命機器

を導入し、環境負荷の低減に配慮したサスティナブル（注 3-3）な施設を

目指す。 
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※市民検討委員会の意見 
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新庁舎の位置 

市庁舎建設候補地選定の考え方 

用地選定の考え方 

   新庁舎建設候補地については、以下の考え方にもとづき、検証し、比較検討した。 

■新庁舎建設候補地選定の考え方 

・庁舎建設候補用地は、市有地を対象とする 

・庁舎建設候補用地の規模は、庁舎に必要な面積(18,000 ㎡程度)が確保できる約 6,000～30,000

㎡程度の敷地面積を対象とする 

・庁舎建設候補用地の範囲は、市内の主要駅である、JR 津田沼駅、京成津田沼駅から半径 1km 圏

内を対象とする 

・庁舎の立地・広さ・形状などの敷地条件や｢アクセス性｣｢災害対策｣など計 6 項目について比較

検討する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1-1 候補用地プロット図



 

習志野市新庁舎建設基本構想策定市民委員会 

 

 

4-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.1-1 候補用地比較表 
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新庁舎の位置 

  比較検討の結果、庁舎機能が集約でき、防災活動スペース等、多様な活用が可能である旧習志野高校

グラウンド跡地を建設候補地とする。 
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第4 新庁舎等の規模及び概算事業費 

新庁舎機能 

(1) 新庁舎の機能 

  従来の市庁舎の主な空間構成としては、事務室機能空間、議会機能空間、施設管理機能空間であっ

たが、新庁舎では市民サービスの向上や高度情報化社会における業務環境の変化への対応、また、防

災機能の強化等が重要となっている。 

新庁舎計画にあたっては、従来の基本機能空間に、新たに市民協働機能空間、情報通信機能空間、

防災機能空間を加えて、庁舎必要規模の算定を行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1-1 庁舎機能空間イメージ 

 

(2) 庁舎機能と配置 

  庁舎では、ワンストップ行政サービス提供の中心となる利用度の高い窓口機能空間と、広く市民に

開放される市民協働機能空間を庁舎の低層階に、事務室機能空間と市長室との関連性が高い防災機

能・ICT 機能空間を中層階に、庁舎内の連携が少ない議会機能空間を上層階に配置する等、庁舎内の

アクセス性や利便性、効率性に配慮した配置計画を検討する。 

 

(3) 諸室の整理 

  新庁舎の必要規模の算定にあたっては、総務省の地方債同意等基準や国土交通省新営一般庁舎面積

算定基準による施設区分を参考に諸室を区分した。なお、新たに追加を検討する防災・ICT 機能空間

については、総務省や国土交通省の基準には具体的に規定されていないため、新たに必要となる機能

空間（付帯機能）として区分を整理する。 

 

議会機能空間 

・議場 

・委員会室 

・議員控室 

・その他必要諸室 

事務室機能空間 市民協働機能空間 

施設管理機能空間 

・執務スペース 

・会議室 

・共通スペース 

・その他必要諸室 

・市政情報センター 

・市民交流スペース 

・多目的スペースなど 

防災･ICT 機能空間 

・防災センターなど 

・守衛室 

・機械室 

・電気室 

・その他必要諸室 

窓口機能空間 

・総合窓口、市民ロビー 

従来の基本機能空間 新たに必要となる機能空間 
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表 5.1-1 各諸室の定義 

 区分 定義 

1.基本機能

空間 

①事務室 特別職（市長・副市長・教育長）の個室および応接室、部長職以下の職員

の事務スペース 

②会議室等 会議室、電話交換室、便所、洗面所、湯沸室、受付、守衛室、守衛宿直室、

控室（運転手、清掃作業員等）、保健室、売店、食堂、機械室、電気室、

自家発電室等 

③書庫・倉庫 書庫・倉庫スペース 

④議会 議場、委員会室、議員控室（議場まわりの通行部分、階段、エレベータ等）

等 

⑤玄関等 玄関、ロビー、廊下、階段、エレベータ、その他の通行部分等 

2.付帯機能

空間 

①防災機能 防災センター(災害対策本部室、備蓄倉庫等) 

②ICT 機能 サーバ室、コールセンター等 

③市民協働機能 市政情報センター、市民交流スペース、多目的スペース等 

④その他 ワンストップサービス窓口、相談室、キッズスペース、市民ロビー等 
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2 新庁舎の規模 

(1) 現在の状況 

① 現在の職員配置状況および既存庁舎面積 

   現在の習志野市の本庁舎と統合が予定されている分室および事務所に配置されている正規職員、

臨時採用職員等の数は、特別職 3 名（市長、副市長、教育長、）をあわせ 833 人となっている（平

成 24年 4月 1日現在）。 

   また、本庁舎および分室、事務所等を含めた延床面積は、合計 14,609.00 ㎡となる。 

 

表 5.2-1 既存庁舎施設・職員数一覧表(平成 24年 4月 1 日現在) 

本庁舎(新) 1889.00㎡ 364.00㎡ 63人 30.0㎡/人 5.8㎡/人

本庁舎(旧) 4971.00㎡ 1471.00㎡ 296人 16.8㎡/人 5.0㎡/人

計 6860.00㎡ 1835.00㎡ 359人 19.1㎡/人 5.1㎡/人

②第二分室 1294.00㎡ 653.00㎡ 108人 12.0㎡/人 6.0㎡/人

③第三分室 1569.00㎡ 850.00㎡ 148人 10.6㎡/人 5.7㎡/人

④第四分室（習志野情報センター） 1274.00㎡ 555.00㎡ 78人 16.3㎡/人 7.1㎡/人

⑤教育委員会事務局 1476.00㎡ 499.00㎡ 76人 19.4㎡/人 6.6㎡/人

⑥習志野市保健会館 806.00㎡ 370.00㎡ 57人 14.1㎡/人 6.5㎡/人

⑦サンロード 5，6階 1330.00㎡ 50.00㎡ 7人 190㎡/人 7.1㎡/人

14609.00㎡ 4812.00㎡ 833人 17.5㎡/人 5.8㎡/人

○消防署 3542.00㎡ ― 45人 78.7㎡/人 ―

■特別職～臨時採用職員の集計（消防署を除く）

職員内訳

特別職 3人

部長級職 19人

次長級職 28人

課長級職 77人

補佐・係長級職 186人

一般職員等 384人

臨時採用職員 136人

合計 833人

①本庁舎

合計

表５．２－１　既存庁舎施設・職員一覧表（平成24年4月1日現在）

１人あたりの庁舎面積

　対延べ面積
　　　（A/C)

　対執務室
　　（B/C)

　配置職員数
　　　　（C)うち執務室（B)

延べ床面積（A)

 

 

 

② 議員数 

   30 名（平成 24 年 4 月 1日現在） 

 

 

 

 

 



 

習志野市新庁舎建設基本構想策定市民委員会 

 

 

 

(2) 面積算定の考え方 

新庁舎規模の算定については、新庁舎に勤務する職員数を基礎とし、 

（案１）総務省の地方債同意等基準に基づく庁舎標準面積(22 年度版基準) 

（案２）国土交通省の新営一般庁舎面積算定基準 

（案３）他市事例の人口あたりの平均面積 

（案４）他市事例の職員数あたりの平均面積 

以上、4つの視点から検討を加えて必要な面積の算定を行う。 

なお、新庁舎に勤務する職員については、現在の本庁舎とその周辺に分散する分室および事務所に

配置されている平成 24 年 4 月 1 日現在の職員、833 名を算定値とし、人口数は平成 53 年までの人口

推計による平成 30年ピーク時の人口 172,960 人を採用するものとする 

また、5.1 より、これからの庁舎に必要な機能である「防災機能」「情報通信機能」「市民協働機能」

等の付帯機能のスペースについては、総務省および国土交通省の基準において定義がなく、他市事例

においても、算定外としている例が多いことから、「防災機能（防災センター）」および「情報通信機

能（サーバ室）」は、現状を踏まえた必要面積を想定規模面積の中で整理していくものとする。 

 

(3) 算定のための前提条件 

① 規模算定における想定職員数 

新庁舎の規模算定の基礎とする人口、職員数、議員数は以下の通りとする。 

推計人口 172,960 人（平成 30 年） 

平成 24.3 習志野市人口推計調査報告書 中位推計より 

職員数 833 人 

議員数 30 人（習志野市議会議員定数条例第 24号より） 

付帯機能 

(面積) 

防災機能（防災センター） 

情報通信機能（サーバ室） 

その他 

 

② 他市事例調査 

   1）庁舎面積 

他市事例は、近年、基本構想もしくは基本計画が公表された、人口 15 万人以上の自治体を対

象に、「人口あたりの平均庁舎面積」および「職員あたりの平均庁舎面積」を算定した。また、

事務室、会議室等、倉庫、議会、玄関等の全体に対する割合についても平均割合を算定した。 

次ページに他市事例を参考とした、庁舎面積算定表を表 5.2-2 に示す。表より、人口あたりの

庁舎面積は 0.099 ㎡/人、職員あたりの庁舎面積は 23.678 ㎡/人、施設別構成比は①事務室 36％、

②会議室等 25％、③倉庫 4.0％、④議会 9.0％、⑤玄関等 26.0％と算定された。 

 

 

 

 

 



 

習志野市新庁舎建設基本構想策定市民委員会 

 

 

 

表 5.2-2 他市事例庁舎面積算定表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

習志野市新庁舎建設基本構想策定市民委員会 

 

 

 

(4) 新庁舎面積（算定結果） 

上記に基づき算定した、新庁舎必要面積（延床面積）は、次ページのとおりである。 

 

新庁舎に必要な面積については、 

 

  ・習志野市は、ワンストップ窓口やフレキシブルな執務空間など機能的でコンパクトな庁舎をめざ

すことを基本的考えとすること 

  ・会議室等が不足している状況に鑑み、国基準や他市の状況を勘案しながら必要最低限の面積の確

保を図っていくこと 

  ・ある程度の窓口機能を有している国土交通省の新営一般庁舎面積算定基準(平成 22 年度版)を超

えない範囲とすること 

 

といった視点を考慮し、面積は、（案２）による算定を基準とした 18,000 ㎡程度とする。 

なお、新庁舎必要面積には駐車場・駐輪場設置に必要な面積は含まず、別途算定するものとする。 

 

 

 

 



 

庁舎整備方策調査業務委託 

 

 

 

表 5.2-4 新庁舎必要面積（延べ床面積）の詳細算定表 

 


